
裁  決  書 

 

 

   審査請求人 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

         〇 〇 〇 〇 

 

   処 分 庁 赤平市長 畠 山   渉 

 

 審査請求人が令和３年２月２４日に提起した処分庁による滞納市税等の徴収

に係る給与債権の差押処分に関する審査請求（以下「本件審査請求」という。）

について，次のとおり裁決する。 

 

主  文 

 

本件審査請求を棄却する。 

 

事実の概要 

 

１ 処分庁は，審査請求人の滞納していた住民税，固定資産税・都市計画税を徴 

 収するため，第三債務者の〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇から令和３年２月分以 

 降支払を受けるべき給与及び賞与から国税徴収法（昭和３４年法律第１４７ 

 号。以下「法」という。）第７６条第１項から第３項までの規定による差押禁 

 止額を差し引いた金額の支払請求権の差押処分（以下「本件処分」という。） 

 を行った。 

２ 審査請求人は，令和３年２月２４日，本件処分を不服として，本件審査請求 

 を申し立てた。 

３ 審査請求人は，令和３年３月１５日，処分庁が提出した弁明書に対する反論 

 及び本件審査請求の裁決の遅延による休業補償の請求を令和３年４月１２日， 

 申し立てた。 

 

 



審理関係人の主張の要旨 

 

１ 審査請求人の主張 

 ⑴ 滞納市税の一括納付が困難な理由について 

   審査請求人は，滞納市税を割賦にて納税すること，確定申告による還付金 

  を滞納市税に充当することについて処分庁と協議していたが，平成２８年 

  から失業保険給付期間があり，所得はこれまでの半額ほどになり，債務返済 

  家屋の維持費と収入が減少したときの債務の返済で滞納市税の支払が遅延 

  している。また，審査請求人が経営していた〇〇〇〇〇〇〇の市内業者へ 

  の債務保証料１３０万円及び市外業者への労務費２３０万円の未回収債権 

  並びに〇〇〇〇〇〇において，当時の〇〇〇〇，〇〇〇〇〇〇，〇〇〇〇 

  〇〇〇〇〇〇〇〇に確認して行った伐採は，正式な伐採許可が出ていなか 

  ったことから，審査請求人の信用が著しく低下し，事業量が大幅に減少した 

  ことが〇〇〇〇〇〇〇の倒産要因であり，加えて体調の不調もあり，長期 

  にわたる滞納につながっている。以上のことから，一括納付が困難であり， 

  給与差押により現在の生活に支障をきたし，生命の危機となる本件処分は 

  不服である。 

 ⑵ 処分庁の対応について 

   審査請求人は，滞納市税の支払について処分庁と協議してきたが，処分庁 

  はある日突然協議に応じず審査請求人の勤務先に事実確認を行い，〇〇〇 

  〇〇〇〇〇を協力会社に入れてもらえると審査請求人の差押えをしません 

  のでよろしくお願いしますと５年前くらいから勤務先から聞いたが，適切 

  な公務なのか。 

 ⑶ 就労先の給与について 

   〇〇〇〇は，審査請求人に対し，勤務先か発注先に給与の額か委託料の 

  単価か定かではないが，上げるように話したと人づてに聞いた記憶がある 

  が，何も上がらなかった。よって審査請求人の給与の額は市内の業者の取引 

  先は就業先に委託契約している可能性が高く，給与の額，就労環境において 

  審査請求人を支配下にしていたと思われる。給与の額が１５万円から２０ 

  万円下がっている原因と考える。この利益は市が受けている利益であり，正 

  当な所得を邪魔するものであり，充当金をなくし，滞納を増加させ，不法行 

  為に該当するものである。 

 ⑷ 処分庁の弁明書について 

   令和３年３月１７日，処分庁が提出した弁明書の弁明の内容中「異議申し 



  立ての趣旨及び理由については，本件処分に関わりのない事柄が多く」とあ 

  るが，審査請求人が不服として記載している内容は，〇〇〇〇〇若しくは市 

  の〇〇〇〇〇が引き起こした事案で，市が利益を受けている行為であり，無 

  関係とは言い切れない。 

 ⑸ 〇〇〇〇〇〇〇〇に関する不法行為について 

   入札前に事業を着手させ，市民及び業界に迷惑をかけた。また，〇〇の退 

  任に伴い，事業継続を確約して発注する官製談合を誘導していた。 

 ⑹ 不正融資について 

   〇〇〇〇〇〇〇〇に〇〇〇〇資金の対象融資と偽り不法行為を行った。 

  〇〇〇〇〇資金は，対象機械しか融資のできない制度であるが，会計監査か  

  ら，改造による不正融資を受けたことについての指摘を避けるため，一括返 

  済を仕組み，代表者が審査請求人に補償依頼にきて車両購入で債務保証を 

  持ちかけてきたので，個人で引き受けたことにより不正融資を知った。  

   それを何度も指摘して残額を担保，若しくは回収にて滞納市税の充当を 

  処分庁に訴えるも，就業先に出向き「〇〇〇〇〇〇〇〇を協力会社に入れて 

  くれれば・・・」と不法行為の隠蔽と〇〇〇〇〇〇〇〇の助けとなる働きを 

  目的として担保，相殺を拒否しているのは明らかであり，営業行為である。 

 ⑺ 〇〇〇における債務保証事件について 

   〇〇〇〇〇が〇〇〇〇，〇〇〇〇〇〇〇から未回収代金の寄付を打診さ 

  れ，〇〇〇〇〇，〇〇〇〇〇〇が関与していることから，審査請求人は不法 

  行為に配慮し，寄付を融通したが返済されず，〇〇〇〇〇〇〇と調停中に〇 

  〇〇〇の債務に充当すること，虚偽の内容が多く事実確認が必要との話を 

  して，判決は証拠不十分との判決であったが，何か政治的配慮があると思わ 

  れること，〇〇〇〇の不法伐採の立木補償費を考えると，納得できる面はあ 

  るので，これは明らかな市の利益である。よって無関係ではない。担保とな 

  る内容を明示しているにも関わらず何の調査もなしに現在に至り，時効に 

  より問題ないとするが，市の隠蔽工作と認識の甘さが今回の審査請求人の 

  訴えである。 

 ⑻ 休業補償について 

   今回の給与差押に際し，異議申し立てに対する結果が遅く，仕事に支障を 

  きたしたのと生活が困難な状況に陥っているので，月額５０万円で就業先 

  が決まるまで休業補償を請求します。通院も支払いも生活もできないので 

  ご了承願います。 

２ 処分庁の主張 

 ⑴ 本件処分は，法第４７条，地方税法第３３１条第１項及び同法第３３４条， 



  同法第３７３条第１項など，法に規定する滞納処分の例により行ったもの 

  である。 

   未納の平成２８年度住民税第１期から第４期まで，平成３０年度住民税 

  第１期から第４期まで，令和元年度住民税第１期から第４期まで，令和２年 

  度住民税第１期から第３期まで，平成３０年度固定資産税及び都市計画税 

  第１期から第４期まで，令和元年度固定資産税及び都市計画税第１期から 

  第４期まで，令和２年度固定資産税及び都市計画税第１期から第４期まで 

  の本税及び延滞金について，督促状により納付の督促を行い，納付の督促を 

  しても本件滞納市税について完納されないことから，令和３年２月１７日， 

  法第６２条第１項の規定により〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇へ債権差押通知 

  書を郵送し，同月２２日に送達された。法第５４条に基づき債権差押調書 

  （謄本）を滞納者である審査請求人に送付した。審査請求人が滞納していた 

  本件滞納市税を徴収するため〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇から令和３年２月 

  分以降支払を受けるべき給与及び賞与から法第７６条第１項から第３項ま 

  での規定による差押禁止額を差し引いた金額の支払請求権の差押処分を行 

  った。次いで，法第６７条第１項に基づき，３月２５日に取立てを行い，法 

  第７６条に定めによる差押禁止額の範囲内である，２１２，０００円の給付 

  を受けた。債権者は赤平市長のみであることから，国税通則法第１０５条に 

  基づき，本件換価代金２１２，０００円全額を，赤平市の歳入歳出外現金の 

  費目２３債権差押金に受入した。本件差押処分により第三債務者等から給 

  付を受けた金銭は法第５章第４節の定めるところに配当しなければならな 

  いとされているため，審査請求人の主張は認められないといわざるを得な 

  い。 

 ⑵ 以上のとおり，本件処分に違法又は不当な点はなく，本件審査請求には理 

  由がないことから，本件審査請求は，棄却されるべきである。 

 

理  由 

 

１ 処分の根拠について 

  本件徴収金は，いずれも督促状を発した日から起算して１０日を経過した 

 日までに完納されていないため，地方税法の規定により，処分庁は，審査請求 

 人の財産を差し押さえなければならないものであり，また，本件処分に当たっ 

 ては，同法においてその例によるものとされる法の規定に従い，審査請求人に 



 差押調書の謄本を，第三債務者に債権差押通知書をそれぞれ送達し，審査請求 

 人の給与及び賞与のうち差押えが禁止された部分の金額を除いて差し押さえ 

 たことが認められる。 

  したがって，本件処分は，地方税法及び法の定めるところにより適正に行わ 

 れており，違法又は不当な点はない。 

  また，審査請求人は，本件審査請求の裁決の遅延による休業補償を求めてい 

 るが，審理手続に違法な点は認められず，休業補償に関する規定も存在しない。 

２ 処分の理由提示について 

  市税の滞納者が地方税法第３２９条第１項の規定による督促を受け，その 

 督促状を発した日から起算して１０日を経過した日までにその督促に係る市 

 税に係る地方団体の徴収金を完納しないときは，徴税吏員は滞納者の財産を 

 差し押さえなければならないこととされている（同法第３３１条第１項第１ 

 号）。 

  また，差押えに当たっては，差押調書を作成し，差し押さえた財産が債権で 

 ある場合は，差押調書の謄本を滞納者に交付しなければならないこととされ 

 ているほか，第三債務者に対して債権差押通知書を送達することとされてい 

 る（法第５４条第２号）。 

  一方，給与に係る債権を差し押さえる場合においては，給与収入が給与生活 

 者の生計に占める重要性に鑑み，その最低生活の維持に充てられるべき金額 

 に相当する部分の差押えが禁止されている（法第７６条）。具体的には，給与 

 のうち，①給与につき源泉徴収される所得税に相当する金額（同条第１項第１ 

 号），②給与につき特別徴収される道府県民税及び市町村民税に相当する金額 

 （同項第２号），③給与から控除される社会保険料に相当する金額（同項第３ 

 号），④滞納者及びその者と生計を一にする親族に対し，これらの者が所得を 

 有しないものとして，生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１２条に規 

 定する生活扶助の給付を行うこととした場合におけるその扶助の基準となる 

 金額を勘案して政令で定める金額（同項第４号。国税徴収法施行令第３４条に 

 おいて，１月ごとに１００，０００円（滞納者と生計を一にする配偶者その他 

 の親族があるときは，これらの者１人につき４５，０００円を加算した金額） 

 と定められている。）並びに⑤給与から前記①から④までの金額の合計額を控 

 除した金額の１００分の２０に相当する金額（同項第５号）の合計額に達する 



 までの部分の金額は，差し押さえることができないこととされている。 

  また，賞与に係る債権については，その支払を受けるべき時における給与で 

 あって，支給の基礎となった期間が１月であるものとみなして，差押えが禁止 

 される金額を計算することとされている（第７６条第３項）。 

  そこで，本件について見ると，本件徴収金はいずれも督促状を発送した日か 

 ら起算して１０日を経過した日までに完納されなかったため，処分庁が地方 

 税法第３３１条第１項及び第３３４条並びに第７６条第１項及び第３項の規 

 定により，給与及び賞与のうち差押えが禁止されている前記①から⑤までの 

 金額の合計額に達するまでの部分の金額を除いて本件処分を行い，同法第５ 

 ４条及び第６２条第１項の規定により，審査請求人に差押調書の謄本を，第三 

 債務者に債権差押通知書をそれぞれ送達していることから，審査請求人は，前 

 記審理関係人の主張の要旨１の⑵において，処分庁の本件処分に関する対応 

 が不適切であるとの不服申立てであるが，本件処分は，地方税法及び法の規定 

 に基づき適正に行われたことが認められる。 

  その他，審査請求人が主張する前記審理関係人の主張の要旨１の⑵以外の 

 不服申し立てについては，具体的な事実の立証がなく，本件処分の停止，取消 

 し及び変更をする理由とはならない。 

  よって，本件処分に違法又は不当な点は認められず，また，審理員の審理手 

 続についても，適正なものと認められる。 

  したがって，本件審査請求には理由がないことから，行政不服審査法（平成 

 ２６年法律第６８号）第４５条第２項の規定により，主文のとおり裁決する。 

 

 

                    令和３年５月１８日 

                      審査庁 

                      赤平市長 畠 山   渉 

 

 

（教示） 

 １ この裁決については，この裁決があったことを知った日の翌日から起算  

  して６か月以内に，赤平市を被告として(訴訟において赤平市を代表する 



  者は赤平市長となります。），裁決の取消しの訴えを提起することができま 

  す。 

   ただし，この裁決の取消しの訴えにおいては，不服申立ての対象とした処 

  分が違法であることを理由として，裁決の取消しを求めることはできませ 

  ん。 

   処分の違法を理由とする場合は，この裁決があったことを知った日の翌 

  日から起算して６か月以内に，赤平市を被告として（訴訟において赤平市 

  を代表する者は赤平市長となります。），処分の取消しの訴えを提起するこ 

  とができます。 

 ２ ただし，上記の期間が経過する前に，この裁決があった日の翌日から起算 

  して１年を経過した場合は，裁決の取消しの訴えや処分の取消しの訴えを 

  提起することはできなくなります。なお，正当な理由があるときは，上記の 

  期間やこの裁決があった日の翌日から起算して１年を経過した後であって 

  も裁決の取消しの訴えや処分の取消しの訴えを提起することが認められる 

  場合があります。 

 

 

 

 この裁決書の謄本は，原本と相違ないことを証明する。 

 

  令和３年５月１８日 

 

                     赤平市長 畠 山   渉 


